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研究要旨 
 ⽇本循環器学会及び⽇本脳卒中学会と連
携し、脳卒中と⼼臓病の SWG（サブワーキ
ンググループ）に分かれて、脳卒中・⼼臓病
等総合⽀援センター事業の採択府県を対象
として、回復期以降の循環器病に対する患
者⽀援体制の現状調査を⾏い、上記の研究
で抽出された課題の原因を調査した。 
 
A．研究⽬的 
 ⽇本循環器学会及び⽇本脳卒中学会と連
携し、回復期以降の循環器病に対する患者
⽀援体制の現状調査を⾏い、上記の研究で
抽出された課題の原因を調査し、多職種・多
機関の連携による⽀援体制を充実させする
ための⼿法を提案することを⽬的とする。 
  
B．研究⽅法 
 ⼼臓病 SWG において令和 5 年度に実施
した調査研究の⽅法は以下の通りである。
詳細は 
別添 4 に記載した。 
① 慢性⼼不全看護認定看護師や⼼不全療
養指導⼠を対象とした調査 
② 相談⽀援窓⼝に従事する多職種スタッ
フへの調査 
③ 脳卒中・⼼臓病等総合⽀援センター事業

採択府県における循環器相談⽀援部⾨の⽀
援体制の調査 

脳卒中 SWG においては、令和 5 年度に、
岩⼿県・宮城県・栃⽊県・富⼭県・京都府・
福岡県・熊本県の 7 府県において、ほぼす
べての急性期・回復期リハビリテーション
病院から直接⾃宅退院した 69 歳以下の急
性期脳卒中発病前に就労していた患者を対
象として、両⽴⽀援に関する調査を施⾏し
た。 
C．研究結果 
 ⼼臓病 SWG による慢性⼼不全看護認定
看護師や⼼不全療養指導⼠を対象とした調
査では、相談⽀援の対象となった疾患は⼼
不全、虚⾎性⼼疾患、弁膜症、頻脈性不整脈
が上位を占めた。循環器病の患者・家族への
相談⽀援における多職種連携について27％
が意⾒を出し合う場⾯が⼗分でない、30％
が合意形成が⼗分に⾏われていないと回答
した。また、 相談⽀援窓⼝に従事する多職
種スタッフへの調査では、相談⽀援のニー
ズが⾼い疾患として、⼼不全、⼼筋症、虚⾎
性⼼疾患が挙げられた。詳細は別添 4 に記
載した。 
 脳卒中 SWG による 7 府県調査では、岩
⼿県・宮城県・栃⽊県・富⼭県・京都府・福
岡県・熊本県の 7 府県において、直接⾃宅
退院した 69 歳以下の急性期脳卒中発病前



に就労していた患者は 1640 名であること
が判明した。この 7 府県で、⽇本脳卒中学
会の⼀次脳卒中センター年次報告データに
よると令和 4 年に発⽣した急性期脳卒中は
38786 名であるため、両⽴⽀援の潜在的な
対象者は急性期脳卒中患者の約 8.5％であ
ることが、悉皆性のある調査により判明し
た。 
 
D．考察 
 ⼼臓病 SWG による調査について詳細は
別添 4 に記載した。相談⽀援における多職
種連携の重要性は認識されているものの、
意⾒交換や合意形成の不⼗分さが課題であ
ることが判明した。また、対応が困難と感じ
る内容として挙げられた緩和ケア、予後、不
安・精神的苦痛については、他の専⾨職との
連携を強化する必要がある。地域連携にお
いて対応が困難とされた内容については、
総合⽀援センターと各医療機関との連携に
よる対応が⼀層求められる。回復期以降の
具体的な⽀援内容として医療福祉相談や復
職・就職⽀援が挙げられ、社会福祉⼠が回復
期以降の相談⽀援において重要な役割を担
っていることが⽰唆されることから、回復
期以降の循環器疾患患者の相談⽀援におけ
る社会福祉⼠の役割の実態と課題を明らか
にすることが望まれる。 
 脳卒中 SWG における調査では、岩⼿県・
宮城県・栃⽊県・富⼭県・京都府・福岡県・
熊本県の 7 府県において令和 5 年度下半期
に発⽣したほぼすべての急性期脳卒中症例
が対象とされ、その中で両⽴⽀援の潜在的
な対象者（すなわち、発病前に就労している
69 歳以下で⾃宅に復帰できた脳卒中患者）
は 8.5％であることが⽰された。この限られ
た対象に対して有効に仕事と治療の両⽴⽀
援をおこなっていく対策を今後検討する必

要がある。令和 6 年度には、本調査と同様
の⼿法で、脳卒中・⼼臓病等総合⽀援センタ
ー事業採択府県において、どのような就労
⽀援リハビリテーションが、どのような職
種によって、いつの時期に⾏われているか
の調査が⾏われる予定であり、適切な両⽴
⽀援の展開について検討が⾏われる⾒込み
である。 
 
E．結論 

調査研究の結果から、多職種・多機関連携
による循環器病の相談⽀援の現状を明らか
にした。引き続き調査研究を実施し、回復期
以降の適切な相談⽀援に必要な体制・要件
を整理することが求められる。 
 
F. 健康危険情報 
  該当なし 
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